長久手市接道緑化推進補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　長久手市接道緑化推進補助金（以下「補助金」という。）は、長久手市みどりの条例（平成８年長久手町条例第１０号）に基づき、市内民有地の接道部の緑化を奨励することで、みどりの育成を推進し、潤いのある市街地を形成することを目的に、接道部に緑化施設を設置する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。その交付に関しては、長久手市補助金等交付規則（昭和６０年長久手町規則第６号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　⑴　接道部　建物敷地等のうち道路（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項に規定する道路をいう。）に接する部分をいう。

　⑵　緑化施設　植栽その他緑化のための施設をいう。

　⑶　高木　植栽時の樹高が４メートル以上の樹木をいう。
　⑷　中高木　植栽時の樹高が２．５メートル以上４メートル未満の樹木をいう。

　⑸　中木　植栽時の樹高が１メートル以上２．５メートル未満の樹木をいう。

　⑹　低木　植栽時の樹高が１メートル未満の樹木をいう。
　⑺　生垣　植栽時の高さが０．４メートル以上であること。植栽の本数が１．０メートルにつき２本以上であり、かつ、延長が３メートル以上植栽した樹木をいう。
⑻　接道緑化　接道部から５メートル以内に樹木又は生垣を植栽することをいう。
　⑼　建物敷地等　住宅、店舗、事業所等の建築敷地及び駐車場として利用する土地をいう。

  ⑽　みなし延長　樹木を植栽した際の樹木ごとの延長をいう。次の表の左欄に掲げる樹木の高さに応じてそれぞれの同表の右欄に掲げるみなし延長とする。

	樹木の高さ
	みなし延長

	高木
	４．２メートル

	中高木
	３．２メートル

	中木
	２．２メートル

	低木
	１．１２メートル


　（補助対象者）

第３条　補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、補助金交付申請日が属する年度内に事業が完了する者で、次の各号のいずれにも該当するものとする。

　⑴　緑化事業により設置される緑化施設の管理者（以下「管理者」という。）であること。ただし、緑化施設の設置者と管理者が異なる場合において、当該設置者が管理者との間で緑化事業により設置される緑化施設の管理義務を管理者が負う旨の取り決めがなされているときは、当該設置者を補助対象者とする。

　⑵　緑化施設の設置者と緑化事業を行う土地又は建物の所有者が異なる場合は、当該所有者に補助対象事業を行うことの承諾を得ていること。

２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付を受けることができない。

　⑴　申請日の属する年度から遡って１０年度の間に、この要綱の規定に基づき補助金交付を受けた建物又は敷地の場合

　⑵　緑化施設を設置する土地について、所有権及び借地権の有無及び隣地との境界線について係争を起こしている又は緑化施設設置によりそのおそれがある場合

　⑶　長久手市税を滞納している場合

　⑷　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する場合

　⑸　暴対法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員と密接な関係を有する者が構成員又は役員となっている者

　⑹　その他市長が補助金の交付を不適当と認めた場合

　（補助対象経費）
第４条　補助の対象は、市内で住宅、店舗、工場、事業所等の用に供している土地（建築確認申請又は固定資産税の課税状況により、その用地として認められる土地を含む。法令等による許可等を得ていない土地は除く。）の接道緑化にかかった費用とする。ただし、長久手市都市緑化推進事業補助金要綱に基づく補助金の交付を受けた場合は、補助対象外とする。
２　補助金の対象となる補助対象経費は、次に掲げるものとする。
　⑴　樹木及び樹木の植付けに必要な経費
　⑵　支柱材料及び支柱設置に必要な経費
　⑶　前２号に掲げるもののほか接道緑化に必要な材料及び諸経費（接道緑化に直接必要でない構造物等にかかる費用は除く。）
３　補助対象経費には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）
は含まないものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する者にあ
っては、消費税等を補助対象経費に含めて補助金の額を算定すること
ができる。
　⑴　個人事業主ではない個人
　⑵　消費税法（昭和６３年法律第１０８号）における納税義務者とならない事業者
　⑶　免税事業者
　⑷　簡易課税事業者
　⑸　課税事業者のうち、課税売上割合が低い等の理由から、消費税仕入控除税額確定後の返還を選択する事業者
　（補助金の交付対象基準）
第５条　補助金の交付対象となる接道緑化の基準は、第２条第８号に定めるほか、次に掲げるとおりとする。

　⑴　接道緑化のみなし延長が合計３メートル以上であること。

⑵　樹木と生垣を組み合わせるときは、生垣より建築敷地等の内側に植栽される中木、低木については、補助対象としない。ただし、生垣より樹高の高い中木を植栽する場合は補助対象とする。

　⑶　樹種は、土地に適した樹種とすること。

　⑷　樹木が暴風雨等により倒れることがないよう十分に処置すること。

　⑸　植栽は地植えであること。プランター、鉢類への植栽は補助対象としない。
（補助金の額）
第６条　補助金の額等は、次の表の区分により算定する標準事業費の合計額又は接道緑化に係る所要経費の合計額のいずれか少ない方の額の２分の１以内の金額とする。ただし、１件当たりの補助上限額は、１５万円とする。なお、補助下限額は、１万円とする。算出した額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その額を切り捨てるものとする。
	区分
	標準事業費

	高木
	１本当たり　５７，０００円

	中高木
	１本当たり　１７，０００円

	中木
	１本当たり　７，０００円

	低木
	１本当たり　２，０００円

	生垣
	１メートル当たり　４，０００円


（交付申請）
第７条　申請者は、接道緑化設置に係る工事に着手する前に、あらかじめ

長久手市接道緑化推進補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出し

なければならない。

２　前項の申請内容に変更が生じたときは、申請者は速やかに長久手市接道緑化推進補助金変更交付申請書（様式第２号）を提出しなければならない。

（交付決定）

第８条　市長は、前条第１項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、補助金の交付を決定し、長久手市接道緑化推進補助金交付決定通知書（様式第３号）で通知するものとする。

（完了届）

第９条　補助対象の接道緑化設置に係る工事を完了したときは、申請者は、事業完了後３０日以内又は当該事業完了の日が属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに、接道緑化完了届（様式第４号）を市長に提出しなければならない。

（補助金額の確定）

第１０条　市長は、前条の完了届の提出があったときは、１４日以内に完了検査を行い、適当と認めるときは補助金の交付額を確定し、長久手市接道緑化推進補助金交付確定通知書（様式第５号）で通知するものとする。

２　市長は、前項の通知をするにあたり、補助金の目的を達成するため次の条件を付するものとする。

　⑴　接道緑化後、適切な維持管理を行うこと。

　⑵　接道緑化後５年間は、緑化施設として活用すること。

（補助金の請求）

第１１条　申請者は、前条の通知を受けたときは、長久手市接道緑化推進補助金支払請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。

（消費税等に係る仕入控除税額の確定に伴う報告等）

第１２条　申請者は、事業完了後に消費税等の申告によりこの補助金に係る消費税等に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに、消費税等に係る仕入控除税額報告書（様式第７号。以下「仕入控除税額報告書」という。）に必要な書類を添付し、市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の規定による仕入控除税額報告書の提出があったときは、当該仕入控除税額の全部又は一部を市に納付させるものとする。
（交付決定の変更又は取消し及び補助金の返還）

第１３条　市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金交付の決定の全部若しくは一部を変更し、若しくは取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。

　⑴　申請書等に虚偽の事項を記載したとき。

　⑵　第７条第２項により長久手市接道緑化推進補助金変更交付申請書（様式第２号）を提出したとき。

　⑶　第１０条第２項の条件に違反したとき。

　⑷　その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。

２　市長は、前項の規定により補助金交付の決定を変更し、又は取り消した場合は、長久手市接道緑化推進補助金交付変更決定通知書（様式第８号）により通知するものとする。この場合において、既に交付した補助金を返還させるときは、長久手市接道緑化推進補助金返還命令通知書（様式第９号）により通知し、期日を定めて返還させなければならない。

（雑則）

第１４条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。

附　則
１　この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
２　長久手市生垣設置補助金交付要綱は廃止する。
